
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
土地等売買等届出書記載例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
内閣府政策統括官（重要土地担当） 



【記載例１：土地及び建物（一戸建て）が対象となる例】 

株式会社△△不動産がＡ県Ｂ市に所有する 370 平方メートルの土地（宅地）と延床面積 

290 平方メートルの建物（一戸建て住宅）を、乙山次郎が自宅として購入するため、◇◇

不動産株式会社の仲介により売買契約を締結する予定。 

 

【記載例２：共有（譲受け予定者等）・土地のみが対象となる例】 

株式会社△△不動産がＡ県Ｂ市に所有する 340 平方メートルの土地と延床面積135 平方メー

トルの建物を、乙山三郎と乙山花子が宅地及び居宅として購入するため、売買契約を締結する

予定。 

 

【記載例３：日本会社の代表者が外国人（譲受け予定者等）・土地のみが対象となる例】 

  株式会社△△不動産がＡ県Ｂ市に所有する250平方メートルの土地（宅地）を、日本会

社□□不動産株式会社※が住宅開発目的で購入するため、売買契約を締結する予定。 

  ※ □□不動産株式会社は代表者が外国籍、役員の過半数及び株主の過半数は日本国籍

を有する。 

 

【記載例４：外国会社（譲受け予定者等）・建物のみが対象となる例】 

株式会社△△不動産がＡ県Ｂ市に所有する 175 平方メートルの土地と延床面積 

760 平方メートルの建物（地上５階建て）を、外国会社○○・コーポレーション（株）※が商

業施設用地（会社事務所）及び事務所として購入するため、売買契約を締結する予定。 

※ 〇〇・コーポレーション（株）は代表者、役員の過半数、株主過半数のいずれも外国

籍を有する。 

 

【記載例５：共有者一人の持分のみ（譲渡し予定者等）・土地のみが対象となる例】 

乙山次郎と乙山三郎がＡ県Ｃ市に所有する 500 平方メートルの土地について、乙山次郎

の有する持分（２分の１）のみを、甲野次郎に譲渡する契約を締結する予定。 

 

【記載例６：複数の土地が対象となる例】 

乙山五郎がＡ県Ｃ市に所有する土地１０筆（うち、７筆が 200 平方メートル以上）を、△ 

  △工業株式会社が工場敷地、倉庫敷地として購入するため、売買契約を締結する予定。 

 

【記載例７：マンション（専有部分及び専有部分に係るマンション敷地）が対象となる例】 

◇◇不動産株式会社がＡ県Ｂ市にて販売しているマンション１戸（専有面積 230 平方メ

ートル）を乙山五郎が居宅として購入するため、売買契約を締結する予定。 

※敷地権の種類：所有権、マンションの敷地面積：10,000 平方メートル、敷地権の割合： 

100 分の２ 

 

 

  



記載例１ 
 

 別記様式第三（第四条関係）    売主と買主が連名で届出を行う場合に使用 

 

土地等売買等届出書 

 

２０××年××月××日 

 内閣総理大臣 殿 

 

譲渡し予定者等 

（売主等） 

住所・所在地 Ａ県Ｂ市○○一丁目１番１号                  

氏名・名称  株式会社△△不動産                   

代表者の氏名（法人の場合） 甲野 太郎              

連絡先 ◇◇不動産株式会社●●支店 代理太郎                     

    ×××－××××－××××                     

担当者の氏名（法人の場合） ■■              

譲受け予定者等 

（買主等） 

住所・所在地 Ａ県Ｂ市○○一丁目２番３号                   

氏名・名称  乙山 次郎                   

国籍等    日本                  

代表者の氏名（法人の場合）             

連絡先 ×××－××××－××××                     

                         

担当者の氏名（法人の場合）              

 

重要施設周辺及び国境離島等における土地等の利用状況の調査及び利用の規制等に関する 

法律第13条第１項の規定に基づき、下記のとおり届け出ます。 

 

記 
 

１ 譲受け予定者等（買主等）に関する事項（法人の場合） 

① 法人の代表者が外国人等である場合、その国籍等                 

上記①に該当しない場合は、右欄をチェック ☐非該当 

 

② 役員の過半数を同一の国籍等を有する外国人が占める場合、その国籍等                        

上記②に該当しない場合は、右欄をチェック ☐非該当 

 

③ 議決権の過半数を同一の国籍等を有する外国人等が占める場合、その国籍等                           

上記③に該当しない場合は、右欄をチェック ☐非該当 

 

  

譲受け予定者等が個人の場合に

は記載不要 



記載例１ 
 

２ 土地等に関する事項（一つの行につき、土地は一筆ごと、建物は一個ごとに200㎡以上のものを記載）  

所在（地番（家屋番号）） 
面積 

（床面積） 
利用の現況 持分 

（※） 
☑土地 

☐建物 Ａ県Ｂ市△△一丁目１番２ 370.00㎡ 宅地 ／ 

☐土地 

☑建物 Ａ県Ｂ市△△一丁目１番地２ １番２の１ 290.00㎡ 居宅 ／ 

☐土地 

☐建物  ㎡  ／ 

☐土地 

☐建物  ㎡  ／ 

☐土地 

☐建物  ㎡  ／ 

（※）土地等の持分の一部を移転する場合は、移転する持分（合計）を記載  

 

３ 所有権等の種別・内容 ☑所有権の移転  

          ☐その他（     ）の☐移転 ☐設定 （内容：        ） 
                      

４ 利 用 目 的 

① 以下のいずれかのうち、当てはまるものを全て選択 

（「共同住宅」及び「店舗・事務所・商業施設」にあっては地上階を記載すること） 

☑一戸建て住宅      ☐共同住宅（地上  階） 

☐店舗・事務所・商業施設（地上  階）    ☐社会福祉施設 

☐駐車場         ☐工場       ☐倉庫 

□発電用施設       ☐蓄電用施設    □資材置場 

☐田・畑         ☐山林       ☐現況保有  

☐その他 
 

「その他」にチェックを入れた場合は、具体的な利用目的を記載 

 

 

② 土地等の利用者について、当てはまるものを全て選択 

☑譲受け予定者等（買主等）が①の施設等を自ら利用（現況保有を含む。） 

☐譲受け予定者等（買主等）以外の者が①の施設等を利用（売却、賃貸等を含む。） 

 

５ 契 約 予 定 日    ２０××年××月××日 

  

譲受け予定者等が自ら利用する場合は、「譲受け予定者等（買主等）が①の施設等を自ら利

用（現況保有を含む。）」にチェック（レ点記入） 

届出の対象となる権利が所有権の場合は、 
「所有権の移転」にチェック（レ点記入） 
 



記載例１ 
 

別記様式第四（第四条関係）   売主が単独で届出を行う場合に使用 

 

土地等売買等届出書 

 

                                                            ２０××年××月××日 

 内閣総理大臣 殿 

 

譲渡し予定者等 

（売主等） 

住所・所在地 Ａ県Ｂ市○○一丁目１番１号                  

氏名・名称  株式会社△△不動産                     

代表者の氏名（法人の場合） 甲野 太郎              

連絡先  ×××－××××－××××                      

                         

担当者の氏名（法人の場合） ■■              

 

 

重要施設周辺及び国境離島等における土地等の利用状況の調査及び利用の規制等に関する 

法律第 13条第１項の規定に基づき、下記のとおり届け出ます。 

 

 

記 
 

１ 譲 受 け 予 定 者 等（買主等）に関する事項 

住所・所在地        Ａ県Ｂ市○○一丁目２番３号               

氏名・名称         乙山 次郎                        

代表者の氏名（法人の場合）                                    

連絡先           ×××―×××―××××               

 

 

２ 土地等に関する事項（一つの行につき、土地は一筆ごと、建物は一個ごとに 200 ㎡以上のものを記載） 

所在（地番（家屋番号）） 
面積 

（床面積） 
利用の現況 持分 

（※） 

☑土地 

☐建物 Ａ県Ｂ市△△一丁目１番２ 370.00㎡ 宅地 ／ 

R 土地 

☑建物 Ａ県Ｂ市△△一丁目１番地２ １番２の１ 290.00㎡ 居宅 ／ 

☐土地 

☐建物  ㎡  ／ 

☐土地 

☐建物  ㎡  ／ 

☐土地 

☐建物  ㎡  ／ 

（※）土地等の持分の一部を移転する場合は、移転する持分（合計）を記載   

 

  



記載例１ 
 

３ 所 有 権 等 の 種 別 ・ 内 容 ☑所有権の移転 

          ☐その他（     ）の☐移転 ☐設定 （内容：         ） 

 

４ 契 約 予 定 日     ２０××年××月××日  

  

届出の対象となる権利が所有権の場合は、 
「所有権の移転」にチェック（レ点記入） 
 



記載例１ 
 

別記様式第五（第四条関係）   買主が単独で届出を行う場合に使用 

 

土地等売買等届出書 

 

                            ２０××年××月××日

   

 内閣総理大臣 殿 

 

譲受け予定者等 

（買主等） 

住所・所在地 Ａ県Ｂ市○○一丁目２番３号                  

氏名・名称  乙山 次郎                    

国籍等    日本                     

代表者の氏名（法人の場合）             

連絡先  ×××－××××－××××                     

                         

担当者の氏名（法人の場合）              

 

重要施設周辺及び国境離島等における土地等の利用状況の調査及び利用の規制等に関する法律

第 13条第１項の規定に基づき、下記のとおり届け出ます。 

 

記 

 

１ 譲 渡 し 予 定 者 等（売主等）に関する事項 

住所・所在地                Ａ県Ｂ市○○一丁目１番１号                 

氏名・名称                 株式会社△△不動産                        

代表者の氏名（法人の場合）  甲野 太郎                           

連絡先            ×××―××××－××××            

 

２ 譲受け予定者等（買主等）に関する事項（法人の場合） 

① 法 人 の 代 表 者 が 外 国 人 等 で あ る 場 合 、 そ の 国 籍 等                      

上記①に該当しない場合は、右欄をチェック ☐非該当 

 

② 役 員 の 過 半 数 を 同 一 の 国 籍 等 を 有 す る 外 国 人 が 占 め る 場 合 、 そ の 国 籍 等                        

上記②に該当しない場合は、右欄をチェック ☐非該当 

 

③ 議 決 権 の 過 半 数 を 同 一 の 国 籍 等 を 有 す る 外 国 人 等 が 占 め る 場 合 、 そ の 国 籍 等                          

上記③に該当しない場合は、右欄をチェック ☐非該当 

 

  

譲受け予定者等が個人の場合に

は記載不要 



記載例１ 
 

３ 土地等に関する事項（一つの行につき、土地は一筆ごと、建物は一個ごとに 200 ㎡以上のものを記載）  

所在（地番（家屋番号）） 
面積 

（床面積） 
利用の現況 持分 

（※） 

☑土地 

☐建物 Ａ県Ｂ市△△一丁目１番２ 370.00㎡ 宅地 ／ 

☐土地 

☑建物 Ａ県Ｂ市△△一丁目１番地２ １番２の１ 290.00㎡ 居宅 ／ 

☐土地 

☐建物  ㎡  ／ 

☐土地 

☐建物  ㎡  ／ 

☐土地 

☐建物  ㎡  ／ 

（※）土地等の持分の一部を移転する場合は、移転する持分（合計）を記載   

 

４ 所 有 権 等 の 種 別 ・ 内 容 ☑所有権の移転 

          ☐その他（     ）の☐移転 ☐設定 （内容：         ） 

 

５ 利 用 目 的 

① 以下のいずれかのうち、当てはまるものを全て選択 

（「共同住宅」及び「店舗・事務所・商業施設」にあっては地上階を記載すること） 

☑一戸建て住宅      ☐共同住宅（地上  階） 

☐店舗・事務所・商業施設（地上  階）    ☐社会福祉施設 

☐駐車場         ☐工場       ☐倉庫 

□発電用施設       ☐蓄電用施設    □資材置場 

☐田・畑         ☐山林       ☐現況保有  

☐その他 
 

「その他」にチェックを入れた場合は、具体的な利用目的を記載 

 

 

② 土地等の利用者について、当てはまるものを全て選択 

☑譲受け予定者等（買主等）が①の施設等を自ら利用（現況保有を含む。） 

☐譲受け予定者等（買主等）以外の者が①の施設等を利用（売却、賃貸等を含む。） 

 

６ 契 約 予 定 日    ２０××年××月××日 

 
 

届出の対象となる権利が所有権の場合は、 
「所有権の移転」にチェック（レ点記入） 
 

譲受け予定者等が自ら利用する場合は、「譲受け予定者等（買主等）が①の施設等を自ら利

用（現況保有を含む。）」にチェック（レ点記入） 



記載例２ 
 

 

別記様式第三（第四条関係）   売主と買主が連名で届出を行う場合に使用 

 

土地等売買等届出書 

 

２０××年××月××日   

 内閣総理大臣 殿 

 

譲渡し予定者等 

（売主等） 

住所・所在地  Ａ県Ｂ市○○一丁目１番１号                 

氏名・名称   株式会社△△不動産                  

代表者の氏名（法人の場合） 甲野 太郎             

連絡先  ×××－××××－××××                    

                         

担当者の氏名（法人の場合） ■■             

譲受け予定者等 

（買主等） 

住所・所在地  Ａ県Ｂ市○○二丁目１番１号                 

氏名・名称   乙山 三郎 他１名                

国籍等     日本               

代表者の氏名（法人の場合）             

連絡先   ×××－××××－××××                   

                         

担当者の氏名（法人の場合）              

 

 

 

 

 

重要施設周辺及び国境離島等における土地等の利用状況の調査及び利用の規制等に関する 

法律第 13条第１項の規定に基づき、下記のとおり届け出ます。 

 

記 
 

１ 譲受け予定者等（買主等）に関する事項（法人の場合） 

① 法 人 の 代 表 者 が 外 国 人 等 で あ る 場 合 、 そ の 国 籍 等                      

上記①に該当しない場合は、右欄をチェック ☐非該当 

 

② 役 員 の 過 半 数 を 同 一 の 国 籍 等 を 有 す る 外 国 人 が 占 め る 場 合 、 そ の 国 籍 等                        

上記②に該当しない場合は、右欄をチェック ☐非該当 

 

③ 議 決 権 の 過 半 数 を 同 一 の 国 籍 等 を 有 す る 外 国 人 等 が 占 め る 場 合 、 そ の 国 籍 等                          

上記③に該当しない場合は、右欄をチェック ☐非該当 

 

  

土地又は建物が共有である場合には、共有者のうちいずれかの者１

名を記載した上、その他の共有者については、「他○名」と記載

し、別紙を添付する。 

譲受け予定者等が個人の場合に

は記載不要 



記載例２ 
 

２ 土地等に関する事項（一つの行につき、土地は一筆ごと、建物は一個ごとに 200 ㎡以上のものを記載）  

所在（地番（家屋番号）） 
面積 

（床面積） 
利用の現況 持分 

（※） 

☑土地 

☐建物 Ａ県Ｂ市△△二丁目２３番２ 340.00㎡ 宅地 ／ 

☐土地 

☐建物 
 ㎡  ／ 

☐土地 

☐建物 
 ㎡  ／ 

☐土地 

☐建物  ㎡  ／ 

☐土地 

☐建物  ㎡  ／ 

（※）土地等の持分の一部を移転する場合は、移転する持分（合計）を記載   

 

 

３ 所 有 権 等 の 種 別 ・ 内 容 ☑所有権の移転 

          ☐その他（     ）の☐移転 ☐設定 （内容：         ） 

 

４ 利 用 目 的 

① 以下のいずれかのうち、当てはまるものを全て選択 

（「共同住宅」及び「店舗・事務所・商業施設」にあっては地上階を記載すること） 

☑一戸建て住宅      ☐共同住宅（地上  階） 

☐店舗・事務所・商業施設（地上  階）    ☐社会福祉施設 

☐駐車場         ☐工場       ☐倉庫 

□発電用施設       ☐蓄電用施設    □資材置場 

☐田・畑         ☐山林       ☐現況保有  

☐その他 
 

「その他」にチェックを入れた場合は、具体的な利用目的を記載 

 

 

② 土地等の利用者について、当てはまるものを全て選択 

☑譲受け予定者等（買主等）が①の施設等を自ら利用（現況保有を含む。） 

☐譲受け予定者等（買主等）以外の者が①の施設等を利用（売却、賃貸等を含む。） 

 

５ 契 約 予 定 日    ２０××年××月××日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建物は２００㎡未満のため記載不要 

届出の対象となる権利が所有権の場合は、 
「所有権の移転」にチェック（レ点記入） 
 

譲受け予定者等が自ら利用する場合は、「譲受け予定者等（買主等）が①の施設等を自ら利

用（現況保有を含む。）」にチェック（レ点記入） 



記載例２ 
 

 

 

別 紙 

 

 

譲受け予定者等 

（買主等） 

住所・所在地  Ａ県Ｂ市○○二丁目１番１号                 

氏名・名称   乙山 花子               

国籍等     日本               

代表者の氏名（法人の場合）             

連絡先   ×××－××××－××××                   

                         

担当者の氏名（法人の場合）              

 

 

 

 

譲受け予定者等（買主等）に関する事項（法人の場合） 

① 法人の代表者が外国人等である場合、その国籍等                   

上記①に該当しない場合は、右欄をチェック ☐非該当 

 

② 役 員 の 過 半 数 を 同 一 の 国 籍 等 を 有 す る 外 国 人 が 占 め る 場 合 、 そ の 国 籍 等                      

上記②に該当しない場合は、右欄をチェック ☐非該当 

 

③ 議 決 権 の 過 半 数 を 同 一 の 国 籍 等 を 有 す る 外 国 人 等 が 占 め る 場 合 、 そ の 国 籍 等                        

上記③に該当しない場合は、右欄をチェック ☐非該当 

 

 

 

  

（注）様式の定めはありません。 

 

 

 

 
  

（注）買主のその他共有者が法人の場合は、別紙に上記のほか以下事項も必ず記載すること。 

その他の共有者については、別紙

（任意様式）に共有者全員の住

所、氏名等を記載し、添付する。 



記載例２ 
 

別記様式第四（第四条関係）   売主が単独で届出を行う場合に使用 

 

土地等売買等届出書 

 

                               ２０××年××月××日 

 内閣総理大臣 殿 

 

譲渡し予定者等 

（売主等） 

住所・所在地  Ａ県Ｂ市○○一丁目１番１号                 

氏名・名称   株式会社△△不動産                  

代表者の氏名（法人の場合） 甲野 太郎             

連絡先 ×××－××××－××××                      

                         

担当者の氏名（法人の場合） ■■             

 

 

重要施設周辺及び国境離島等における土地等の利用状況の調査及び利用の規制等に関する 

法律第 13条第１項の規定に基づき、下記のとおり届け出ます。 

 

記 
 

１ 譲 受 け 予 定 者 等（買主等）に関する事項 

住所・所在地  Ａ県Ｂ市○○二丁目１番１号                    

氏名・名称   乙山 三郎 他１名                        

代表者の氏名（法人の場合）                                    

連絡先     ×××－××××－××××                   

 

２ 土地等に関する事項（一つの行につき、土地は一筆ごと、建物は一個ごとに 200 ㎡以上のものを記載）  

所在（地番（家屋番号）） 
面積 

（床面積） 
利用の現況 持分 

（※） 

☑土地 

☐建物 Ａ県Ｂ市△△二丁目２３番２ 340.00㎡ 宅地 ／ 

☐土地 

☐建物 

 
㎡  ／ 

☐土地 

☐建物  ㎡  ／ 

☐土地 

☐建物  ㎡  ／ 

☐土地 

☐建物  ㎡  ／ 

（※）土地等の持分の一部を移転する場合は、移転する持分（合計）を記載   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

土地又は建物が共有である場合には、共有者のうちいずれかの者１

名を記載した上、その他の共有者については、「他○名」と記載

し、別紙を添付する。 

建物は２００㎡未満のため記載不要 



記載例２ 
 

 

 

 

 

３ 所 有 権 等 の 種 別 ・ 内 容 ☑所有権の移転 

          ☐その他（     ）の☐移転 ☐設定 （内容：        ） 

 

 

４ 契 約 予 定 日  ２０××年××月××日  

届出の対象となる権利が所有権の場合は、 
「所有権の移転」にチェック（レ点記入） 
 



記載例２ 
 

 

 別 紙 

 

 

 

譲 受 け 予 定 者 等（買主等）に関する事項 

住所・所在地  Ａ県Ｂ市○○二丁目１番１号                  

氏名・名称   乙山 花子                          

代表者の氏名（法人の場合）                                 

連絡先     ×××－××××－××××                 

 

 

 

（注）様式の定めはありません。 

その他の共有者については、別紙

（任意様式）に共有者全員の住

所、氏名等を記載し、添付する。 



記載例２ 
 

 

別記様式第五（第四条関係）      買主が単独で届出を行う場合に使用 

 

土地等売買等届出書 

 

                              ２０××年××月××日 

 内閣総理大臣 殿 

 

譲受け予定者等 

（買主等） 

住所・所在地 Ａ県Ｂ市○○二丁目１番１号                  

氏名・名称  乙山 三郎 他１名                  

国籍等    日本                      

代表者の氏名（法人の場合）             

連絡先  ×××－××××－××××                    

                         

担当者の氏名（法人の場合）              

 

 

 

 

重要施設周辺及び国境離島等における土地等の利用状況の調査及び利用の規制等に関する 

法律第 13条第１項の規定に基づき、下記のとおり届け出ます。 

 

記 

 

１ 譲 渡 し 予 定 者 等（売主等）に関する事項 

住所・所在地  Ａ県Ｂ市○○一丁目１番１号                    

氏名・名称   株式会社△△不動産                        

代表者の氏名（法人の場合） 甲野 太郎                               

連絡先     ×××－××××－××××                   

 

２ 譲受け予定者等（買主等）に関する事項（法人の場合） 

① 法人の代表者が外国人等である場合、その国籍等                      

上記①に該当しない場合は、右欄をチェック ☐非該当 

 

② 役 員 の 過 半 数 を 同 一 の 国 籍 等 を 有 す る 外 国 人 が 占 め る 場 合 、 そ の 国 籍 等                        

上記②に該当しない場合は、右欄をチェック ☐非該当 

 

③ 議 決 権 の 過 半 数 を 同 一 の 国 籍 等 を 有 す る 外 国 人 等 が 占 め る 場 合 、 そ の 国 籍 等                          

上記③に該当しない場合は、右欄をチェック ☐非該当 

 

  

土地又は建物が共有である場合には、共有者のうちいずれかの者１

名を記載した上、その他の共有者については、「他○名」と記載

し、別紙を添付する。 

譲受け予定者等が個人の場合に

は記載不要 



記載例２ 
 

３ 土地等に関する事項（一つの行につき、土地は一筆ごと、建物は一個ごとに 200 ㎡以上のものを記載） 

所在（地番（家屋番号）） 
面積 

（床面積） 
利用の現況 持分 

（※） 

☑土地 

☐建物 Ａ県Ｂ市△△二丁目２３番２ 340.00㎡ 宅地 ／ 

☐土地 

☐建物 

 
㎡  ／ 

☐土地 

☐建物  ㎡  ／ 

☐土地 

☐建物  ㎡  ／ 

☐土地 

☐建物  ㎡  ／ 

（※）土地等の持分の一部を移転する場合は、移転する持分（合計）を記載   

 

４ 所 有 権 等 の 種 別 ・ 内 容 ☑所有権の移転 

          ☐その他（     ）の☐移転 ☐設定 （内容：         ） 

 

５ 利 用 目 的 

① 以下のいずれかのうち、当てはまるものを全て選択 

（「共同住宅」及び「店舗・事務所・商業施設」にあっては地上階を記載すること） 

☑一戸建て住宅      ☐共同住宅（地上  階） 

☐店舗・事務所・商業施設（地上  階）    ☐社会福祉施設 

☐駐車場         ☐工場       ☐倉庫 

□発電用施設       ☐蓄電用施設    □資材置場 

☐田・畑         ☐山林       ☐現況保有  

☐その他 
 

「その他」にチェックを入れた場合は、具体的な利用目的を記載 

 

 

② 土地等の利用者について、当てはまるものを全て選択 

☑譲受け予定者等（買主等）が①の施設等を自ら利用（現況保有を含む。） 

☐譲受け予定者等（買主等）以外の者が①の施設等を利用（売却、賃貸等を含む。） 

 

６ 契 約 予 定 日    ２０××年××月××日  

建物は２００㎡未満のため記載不要 

届出の対象となる権利が所有権の場合は、 
「所有権の移転」にチェック（レ点記入） 
 

譲受け予定者等が自ら利用する場合は、「譲受け予定者等（買主等）が①の施設等を自ら利

用（現況保有を含む。）」にチェック（レ点記入） 



記載例２ 
 

 

別 紙 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

譲受け予定者等（買主等）に関する事項（法人の場合） 

① 法 人 の 代 表 者 が 外 国 人 等 で あ る 場 合 、 そ の 国 籍 等                    

上記①に該当しない場合は、右欄をチェック ☐非該当 

 

② 役 員 の 過 半 数 を 同 一 の 国 籍 等 を 有 す る 外 国 人 が 占 め る 場 合 、 そ の 国 籍 等                       

上記②に該当しない場合は、右欄をチェック ☐非該当 

 

③ 議 決 権 の 過 半 数 を 同 一 の 国 籍 等 を 有 す る 外 国 人 等 が 占 め る 場 合 、 そ の 国 籍 等                         

上記③に該当しない場合は、右欄をチェック ☐非該当 

 

 

 

（注）様式の定めはありません。 
 

 

 

  

譲受け予定者等 

（買主等） 

住所・所在地 Ａ県Ｂ市○○二丁目１番１号                  

氏名・名称  乙山 花子                   

国籍等    日本                      

代表者の氏名（法人の場合）             

連絡先  ×××－××××－××××                    

                         

担当者の氏名（法人の場合）              

（注）買主のその他共有者が法人の場合は、別紙に上記のほか以下事項も必ず記載すること。 

その他の共有者については、別紙

（任意様式）に共有者全員の住

所、氏名等を記載し、添付する。 



記載例３ 
 

別記様式第三（第四条関係）   売主と買主が連名で届出を行う場合に使用 

 

土地等売買等届出書 

 

                              ２０××年××月××日 

 内閣総理大臣 殿 

 

譲渡し予定者等 

（売主等） 

住所・所在地  Ａ県Ｂ市○○一丁目１番１号                 

氏名・名称   株式会社△△不動産                  

代表者の氏名（法人の場合） 甲野 太郎             

連絡先 ×××―××××―××××          

                         

担当者の氏名（法人の場合） ■■             

譲受け予定者等 

（買主等） 

住所・所在地  Ｂ県Ｃ市〇〇二丁目２番２号                 

氏名・名称   □□不動産株式会社                 

国籍等     日本                  

代表者の氏名（法人の場合） 李 〇           

連絡先 ×××－××××―××××         

                         

担当者の氏名（法人の場合） ●●           

 

重要施設周辺及び国境離島等における土地等の利用状況の調査及び利用の規制等に関する 

法律第13条第１項の規定に基づき、下記のとおり届け出ます。 

 

記 
 

１ 譲受け予定者等（買主等）に関する事項（法人の場合） 

① 法人の代表者が外国人等である場合、その国籍等  中国            

上記①に該当しない場合は、右欄をチェック ☐非該当 

 

② 役 員 の 過 半 数 を 同 一 の 国 籍 等 を 有 す る 外 国 人 が 占 め る 場 合 、 そ の 国 籍 等                    

上記②に該当しない場合は、右欄をチェック ☑非該当 

 

③ 議 決 権 の 過 半 数 を 同 一 の 国 籍 等 を 有 す る 外 国 人 等 が 占 め る 場 合 、 そ の 国 籍 等                           

上記③に該当しない場合は、右欄をチェック ☑非該当 

  

譲受け予定者等が法人の場合には必

ず記載 

譲受け予定者等が法人

の場合、その設立にあ

たって準拠した法制を

制定した国を記載 



記載例３ 
 

２ 土地等に関する事項（ 一 つ の 行 に つ き 、 土 地 は 一 筆 ご と 、 建 物 は 一 個 ご と に 2 0 0 ㎡ 以 上 の も の を 記 載 ）  

所在（地番（家屋番号）） 
面積 

（床面積） 
利用の現況 持分 

（※） 

☑土地 

☐建物 Ａ県Ｂ市△△四丁目４番４  250.00㎡ 宅地 ／ 

☐土地 

☐建物  ㎡  ／ 

☐土地 

☐建物    ㎡  ／ 

☐土地 

☐建物  ㎡  ／ 

☐土地 

☐建物  ㎡  ／ 

（※）土地等の持分の一部を移転する場合は、移転する持分（合計）を記載   

 

 

３ 所 有 権 等 の 種 別 ・ 内 容 ☑所有権の移転 

          ☐その他（     ）の☐移転 ☐設定 （内容：         ） 

 

４ 利 用 目 的 

① 以下のいずれかのうち、当てはまるものを全て選択 

（「共同住宅」及び「店舗・事務所・商業施設」にあっては地上階を記載すること） 

☑一戸建て住宅      ☐共同住宅（地上  階） 

□店舗・事務所・商業施設（地上  階）    ☐社会福祉施設 

☐駐車場         ☐工場       ☐倉庫 

□発電用施設       ☐蓄電用施設    □資材置場 

☐田・畑         ☐山林       ☐現況保有  

☐その他                

 

「その他」にチェックを入れた場合は、具体的な利用目的を記載 

 

 

② 土地等の利用者について、当てはまるものを全て選択 

□譲受け予定者等（買主等）が①の施設等を自ら利用（現況保有を含む。） 

☑譲受け予定者等（買主等）以外の者が①の施設等を利用（売却、賃貸等を含む。） 

 

５ 契 約 予 定 日    ２０××年××月××日  

譲受け予定者等が、売却目的で購入した場合は、「譲受け予定者等（買主等）以外の者が①

の施設等を利用（売却、賃貸等を含む。）」にチェック（レ点記入） 

届出の対象となる権利が所有権の場合は、 
「所有権の移転」にチェック（レ点記入） 
 



記載例３ 
 

別記様式第四（第四条関係）  売主が単独で届出を行う場合に使用 

 

土地等売買等届出書 

 

                             ２０××年××月××日 

 内閣総理大臣 殿 

 

譲渡し予定者等 

（売主等） 

住所・所在地 Ａ県Ｂ市○○一丁目１番１号                  

氏名・名称  株式会社△△不動産                   

代表者の氏名（法人の場合） 甲野 太郎             

連絡先  ×××－××××－××××                    

                         

担当者の氏名（法人の場合） ■■             

 

  

重要施設周辺及び国境離島等における土地等の利用状況の調査及び利用の規制等に関する 

法律第 13条第１項の規定に基づき、下記のとおり届け出ます。 

 

記 
 

１ 譲 受 け 予 定 者 等（買主等）に関する事項 

住所・所在地   Ｂ県Ｃ市〇〇二丁目２番２号                    

氏名・名称    □□不動産株式会社                        

代表者の氏名（法人の場合） 李 ○                                 

連絡先      ×××－××××－××××                   

 

２ 土地等に関する事項（ 一 つ の 行 に つ き 、 土 地 は 一 筆 ご と 、 建 物 は 一 個 ご と に 2 0 0 ㎡ 以 上 の も の を 記 載 ） 

所在（地番（家屋番号）） 
面積 

（床面積） 
利用の現況 持分 

（※） 

☑土地 

□建物 Ａ県Ｂ市△△四丁目４番４ 250.00㎡ 宅地 ／ 

☐土地 

☐建物  ㎡  ／ 

☐土地 

☐建物  ㎡  ／ 

☐土地 

☐建物  ㎡  ／ 

☐土地 

☐建物  ㎡  ／ 

（※）土地等の持分の一部を移転する場合は、移転する持分（合計）を記載   

 

  



記載例３ 
 

３ 所 有 権 等 の 種 別 ・ 内 容 ☑所有権の移転 

          ☐その他（     ）の☐移転 ☐設定 （内容：         ） 

 

４ 契 約 予 定 日  ２０××年××月××日  

  

届出の対象となる権利が所有権の場合は、 
「所有権の移転」にチェック（レ点記入） 
 



記載例３ 
 

 別記様式第五（第四条関係）   買主が単独で届出を行う場合に使用 

 

土地等売買等届出書 

 

                              ２０××年××月××日 

 内閣総理大臣 殿 

 

譲受け予定者等 

（買主等） 

住所・所在地 Ｂ県Ｃ市〇〇二丁目２番２号                 

氏名・名称  □□不動産株式会社                  

国籍等    日本                

代表者の氏名（法人の場合） 李 ○           

連絡先 ×××－××××―××××                     

                         

担当者の氏名（法人の場合） ●●             

 

重要施設周辺及び国境離島等における土地等の利用状況の調査及び利用の規制等に関する 

法律第13条第１項の規定に基づき、下記のとおり届け出ます。 

 

記 

 

１ 譲 渡 し 予 定 者 等（売主等）に関する事項 

住所・所在地  Ａ県Ｂ市○○一丁目１番１号                    

氏名・名称   株式会社△△不動産                        

代表者の氏名（法人の場合） 甲野 太郎                                     

連絡先     ×××－××××－××××                   

 

２ 譲受け予定者等（買主等）に関する事項（法人の場合） 

① 法人の代表者が外国人等である場合、その国籍等  中国           

上記①に該当しない場合は、右欄をチェック □非該当 

 

② 役 員 の 過 半 数 を 同 一 の 国 籍 等 を 有 す る 外 国 人 が 占 め る 場 合 、 そ の 国 籍 等                    

上記②に該当しない場合は、右欄をチェック ☑非該当 

 

③ 議 決 権 の 過 半 数 を 同 一 の 国 籍 等 を 有 す る 外 国 人 等 が 占 め る 場 合 、 そ の 国 籍 等                    

上記③に該当しない場合は、右欄をチェック ☑非該当 

 

  

譲受け予定者等が法人の場合には必ず記載 

譲受け予定者等が法人

の場合、その設立にあ

たって準拠した法制を

制定した国を記載 



記載例３ 
 

３ 土地等に関する事項（一つの行につき、土地は一筆ごと、建物は一個ごとに200㎡以上のものを記載） 

所在（地番（家屋番号）） 
面積 

（床面積） 
利用の現況 持分 

（※） 

☑土地 

□建物 Ａ県Ｂ市△△四丁目４番４ 250.00㎡ 宅地 ／ 

☐土地 

☐建物  ㎡  ／ 

☐土地 

☐建物  ㎡  ／ 

☐土地 

☐建物  ㎡  ／ 

☐土地 

☐建物  ㎡  ／ 

（※）土地等の持分の一部を移転する場合は、移転する持分（合計）を記載   

 

４ 所 有 権 等 の 種 別 ・ 内 容 ☑所有権の移転 

          ☐その他（     ）の☐移転 ☐設定 （内容：         ） 

 

５ 利 用 目 的 

① 以下のいずれかのうち、当てはまるものを全て選択 

（「共同住宅」及び「店舗・事務所・商業施設」にあっては地上階を記載すること） 

☑一戸建て住宅      ☐共同住宅（地上  階） 

□店舗・事務所・商業施設（地上  階）    ☐社会福祉施設 

☐駐車場         ☐工場       ☐倉庫 

□発電用施設       ☐蓄電用施設    □資材置場 

☐田・畑         ☐山林       ☐現況保有  

☐その他 
 

「その他」にチェックを入れた場合は、具体的な利用目的を記載 

 

 

② 土地等の利用者について、当てはまるものを全て選択 

□譲受け予定者等（買主等）が①の施設等を自ら利用（現況保有を含む。） 

☑譲受け予定者等（買主等）以外の者が①の施設等を利用（売却、賃貸等を含む。） 

 

６ 契 約 予 定 日    ２０××年××月××日           
 

 
 

届出の対象となる権利が所有権の場合は、 
「所有権の移転」にチェック（レ点記入） 
 

譲受け予定者等が、売却目的で購入した場合は、「譲受け予定者等（買主等）以外の者が①

の施設等を利用（売却、賃貸等を含む。）」にチェック（レ点記入） 



記載例４ 
 

別記様式第三（第四条関係）   売主と買主が連名で届出を行う場合に使用 

 

土地等売買等届出書 

 

                              ２０××年××月××日 

 内閣総理大臣 殿 

 

譲渡し予定者等 

（売主等） 

住所・所在地  Ａ県Ｂ市○○一丁目１番１号                 

氏名・名称   株式会社△△不動産                  

代表者の氏名（法人の場合） 甲野 太郎             

連絡先 ×××―××××―××××          

                         

担当者の氏名（法人の場合） ■■             

譲受け予定者等 

（買主等） 

住所・所在地 アメリカ合衆国○州○○                 

氏名・名称  ○○・コーポレーション株式会社                  

国籍等    アメリカ合衆国                  

代表者の氏名（法人の場合） ジョン・タナカ            

連絡先 ×××－××××―××××         

                         

担当者の氏名（法人の場合） ●●           

 

重要施設周辺及び国境離島等における土地等の利用状況の調査及び利用の規制等に関する 

法律第13条第１項の規定に基づき、下記のとおり届け出ます。 

 

記 
 

１ 譲受け予定者等（買主等）に関する事項（法人の場合） 

① 法人の代表者が外国人等である場合、その国籍等  アメリカ合衆国      

上記①に該当しない場合は、右欄をチェック ☐非該当 

 

② 役員の過半数を同一の国籍等を有する外国人が占める場合、その国籍等  アメリカ合衆国          

上記②に該当しない場合は、右欄をチェック ☐非該当 

 

③ 議決権の過半数を同一の国籍等を有する外国人等が占める場合、その国籍等  アメリカ合衆国           

上記③に該当しない場合は、右欄をチェック ☐非該当 

 

  

譲受け予定者等が法人の場合には

必ず記載 

譲受け予定者等が法

人の場合、その設立

にあたって準拠した

法制を制定した国を

記載 



記載例４ 
 

２ 土地等に関する事項（一つの行につき、土地は一筆ごと、建物は一個ごとに200㎡以上のものを記載）  

所在（地番（家屋番号）） 
面積 

（床面積） 
利用の現況 持分 

（※） 

☐土地 

☑建物 Ａ県Ｂ市△△三丁目１番地２ １番２の１ 760.00㎡ 事務所 ／ 

☐土地 

☐建物 

 
㎡  ／ 

☐土地 

☐建物 
 土地は 200 ㎡未満のため記載不要 ㎡  ／ 

☐土地 

☐建物  ㎡  ／ 

☐土地 

☐建物  ㎡  ／ 

（※）土地等の持分の一部を移転する場合は、移転する持分（合計）を記載   

 

 

３ 所有権等の種別・内容 ☑所有権の移転 

          ☐その他（     ）の☐移転 ☐設定 （内容：         ） 

 

４ 利 用 目 的 

① 以下のいずれかのうち、当てはまるものを全て選択 

（「共同住宅」及び「店舗・事務所・商業施設」にあっては地上階を記載すること） 

☐一戸建て住宅      ☐共同住宅（地上  階） 

☑店舗・事務所・商業施設（地上 ５階）    ☐社会福祉施設 

☐駐車場         ☐工場       ☐倉庫 

□発電用施設       ☐蓄電用施設    □資材置場 

☐田・畑         ☐山林       ☐現況保有  

☐その他               地上階数を記載 

 

「その他」にチェックを入れた場合は、具体的な利用目的を記載 

 

 

② 土地等の利用者について、当てはまるものを全て選択 

☑譲受け予定者等（買主等）が①の施設等を自ら利用（現況保有を含む。） 

☐譲受け予定者等（買主等）以外の者が①の施設等を利用（売却、賃貸等を含む。） 

 

５ 契 約 予 定 日    ２０××年××月××日  

届出の対象となる権利が所有権の場合は、 
「所有権の移転」にチェック（レ点記入） 
 

譲受け予定者等が自ら利用する場合は、「譲受け予定者等（買主等）が①の施設等を自ら利

用（現況保有を含む。）」にチェック（レ点記入） 



記載例４ 
 

別記様式第四（第四条関係）  売主が単独で届出を行う場合に使用 

 

土地等売買等届出書 

 

                             ２０××年××月××日 

 内閣総理大臣 殿 

 

譲渡し予定者等 

（売主等） 

住所・所在地 Ａ県Ｂ市○○一丁目１番１号                  

氏名・名称  株式会社△△不動産                   

代表者の氏名（法人の場合） 甲野 太郎             

連絡先  ×××－××××－××××                    

                         

担当者の氏名（法人の場合） ■■             

 

  

重要施設周辺及び国境離島等における土地等の利用状況の調査及び利用の規制等に関する 

法律第 13条第１項の規定に基づき、下記のとおり届け出ます。 

 

記 
 

１ 譲 受 け 予 定 者 等（買主等）に関する事項 

住所・所在地   アメリカ合衆国○州○○○                    

氏名・名称    ○○・コーポレーション株式会社                 

代表者の氏名（法人の場合）  ジョン・タナカ                           

連絡先      ×××－××××－××××                  

 

２ 土地等に関する事項（一つの行につき、土地は一筆ごと、建物は一個ごとに 200 ㎡以上のものを記載） 

所在（地番（家屋番号）） 
面積 

（床面積） 
利用の現況 持分 

（※） 

☐土地 

☑建物 Ａ県Ｂ市△△三丁目１番地２ １番２の１ 760.00㎡ 事務所 ／ 

☐土地 

☐建物  ㎡  ／ 

☐土地 

☐建物  ㎡  ／ 

☐土地 

☐建物  ㎡  ／ 

☐土地 

☐建物  ㎡  ／ 

（※）土地等の持分の一部を移転する場合は、移転する持分（合計）を記載   

 

  



記載例４ 
 

３ 所 有 権 等 の 種 別 ・ 内 容 ☑所有権の移転 

          ☐その他（     ）の☐移転 ☐設定 （内容：         ） 

 

４ 契 約 予 定 日  ２０××年××月××日  

  

届出の対象となる権利が所有権の場合は、 
「所有権の移転」にチェック（レ点記入） 
 



記載例４ 
 

 別記様式第五（第四条関係）   買主が単独で届出を行う場合に使用 

 

土地等売買等届出書 

 

                              ２０××年××月××日 

 内閣総理大臣 殿 

 

譲受け予定者等 

（買主等） 

住所・所在地  アメリカ合衆国○州○○○                 

氏名・名称   ○○・コーポレーション株式会社                 

国籍等     アメリカ合衆国          

代表者の氏名（法人の場合） ジョン・タナカ            

連絡先 ×××－××××―××××                     

                         

担当者の氏名（法人の場合） ■■             

 

重要施設周辺及び国境離島等における土地等の利用状況の調査及び利用の規制等に関する 

法律第13条第１項の規定に基づき、下記のとおり届け出ます。 

 

記 

 

１ 譲渡し予定者等（売主等）に関する事項 

住所・所在地  Ａ県Ｂ市○○一丁目１番１号                    

氏名・名称   株式会社△△不動産                        

代表者の氏名（法人の場合） 甲野 太郎                                     

連絡先     ×××－××××－××××                   

 

２ 譲受け予定者等（買主等）に関する事項（法人の場合） 

① 法人の代表者が外国人等である場合、その国籍等  アメリカ合衆国      

上記①に該当しない場合は、右欄をチェック ☐非該当 

 

② 役員の過半数を同一の国籍等を有する外国人が占める場合、その国籍等  アメリカ合衆国           

上記②に該当しない場合は、右欄をチェック ☐非該当 

 

③ 議決権の過半数を同一の国籍等を有する外国人等が占める場合、その国籍等  アメリカ合衆国            

上記③に該当しない場合は、右欄をチェック ☐非該当 

 

  

譲受け予定者等が法

人の場合、その設立

にあたって準拠した

法制を制定した国を

記載 

譲受け予定者等が法人の場合には必

ず記載 



記載例４ 
 

３ 土地等に関する事項（一つの行につき、土地は一筆ごと、建物は一個ごとに200㎡以上のものを記載）  

所在（地番（家屋番号）） 
面積 

（床面積） 
利用の現況 持分 

（※） 

☐土地 

☑建物 Ａ県Ｂ市△△三丁目１番地２ １番２の１ 760.00㎡ 事務所 ／ 

☐土地 

☐建物  ㎡  ／ 

☐土地 

☐建物  ㎡  ／ 

☐土地 

☐建物  ㎡  ／ 

☐土地 

☐建物  ㎡  ／ 

（※）土地等の持分の一部を移転する場合は、移転する持分（合計）を記載   

 

４ 所有権等の種別・内容 ☑所有権の移転 

          ☐その他（     ）の☐移転 ☐設定 （内容：         ） 

 

５ 利 用 目 的 

① 以下のいずれかのうち、当てはまるものを全て選択 

（「共同住宅」及び「店舗・事務所・商業施設」にあっては地上階を記載すること） 

☐一戸建て住宅      ☐共同住宅（地上  階） 

☑店舗・事務所・商業施設（地上 ５階）    ☐社会福祉施設 

☐駐車場         ☐工場       ☐倉庫 

□発電用施設       ☐蓄電用施設    □資材置場 

☐田・畑         ☐山林       ☐現況保有  

☐その他 
 

「その他」にチェックを入れた場合は、具体的な利用目的を記載 

 

 

② 土地等の利用者について、当てはまるものを全て選択 

☑譲受け予定者等（買主等）が①の施設等を自ら利用（現況保有を含む。） 

☐譲受け予定者等（買主等）以外の者が①の施設等を利用（売却、賃貸等を含む。） 

 

６ 契 約 予 定 日    ２０××年××月××日           

届出の対象となる権利が所有権の場合は、 
「所有権の移転」にチェック（レ点記入） 
 

譲受け予定者等が自ら利用する場合は、「譲受け予定者等（買主等）が①の施設等を自ら利

用（現況保有を含む。）」にチェック（レ点記入） 



記載例５ 
 

 

 

別記様式第三（第四条関係）   売主と買主が連名で届出を行う場合に使用 

 

土地等売買等届出書 

 

                              ２０××年××月××日 

 内閣総理大臣 殿 

 

譲渡し予定者等 

（売主等） 

住所・所在地 Ａ県Ｂ市○○一丁目２番３号                  

氏名・名称  乙山 次郎                   

代表者の氏名（法人の場合）              

連絡先 ×××－××××－××××                     

                         

担当者の氏名（法人の場合）              

譲受け予定者等 

（買主等） 

住所・所在地 Ａ県Ｃ市○○町三丁目１番１号                  

氏名・名称  甲野 次郎                  

国籍等    日本                  

代表者の氏名（法人の場合）             

連絡先  ×××－××××－××××                    

                         

担当者の氏名（法人の場合）              

 

重要施設周辺及び国境離島等における土地等の利用状況の調査及び利用の規制等に関する 

法律第13条第１項の規定に基づき、下記のとおり届け出ます。 

 

記 
 

１ 譲受け予定者等（買主等）に関する事項（法人の場合） 

① 法 人 の 代 表 者 が 外 国 人 等 で あ る 場 合 、 そ の 国 籍 等                 

上記①に該当しない場合は、右欄をチェック ☐非該当 

 

② 役 員 の 過 半 数 を 同 一 の 国 籍 等 を 有 す る 外 国 人 が 占 め る 場 合 、 そ の 国 籍 等                        

上記②に該当しない場合は、右欄をチェック ☐非該当 

 

③ 議 決 権 の 過 半 数 を 同 一 の 国 籍 等 を 有 す る 外 国 人 等 が 占 め る 場 合 、 そ の 国 籍 等                          

上記③に該当しない場合は、右欄をチェック ☐非該当 

 

  

譲受け予定者等が個人の場合に

は記載不要 



記載例５ 
 

２ 土地等に関する事項（一つの行につき、土地は一筆ごと、建物は一個ごとに200㎡以上のものを記載） 

所在（地番（家屋番号）） 
面積 

（床面積） 
利用の現況 持分 

（※） 

☑土地 

☐建物 
Ａ県Ｃ市△△町四丁目１番１ 250.00㎡ 宅地 １／２ 

☐土地 

☐建物 

 
㎡  ／ 

☐土地 

☐建物  ㎡  ／ 

☐土地 

☐建物  ㎡  ／ 

☐土地 

☐建物  ㎡  ／ 

（※）土地等の持分の一部を移転する場合は、移転する持分（合計）を記載   

 

 

３ 所 有 権 等 の 種 別 ・ 内 容 ☑所有権の移転 

          ☐その他（     ）の☐移転 ☐設定 （内容：         ） 

 

４ 利 用 目 的 

① 以下のいずれかのうち、当てはまるものを全て選択 

（「共同住宅」及び「店舗・事務所・商業施設」にあっては地上階を記載すること） 

☑一戸建て住宅      ☐共同住宅（地上  階） 

☐店舗・事務所・商業施設（地上  階）    ☐社会福祉施設 

☐駐車場         ☐工場       ☐倉庫 

□発電用施設       ☐蓄電用施設    □資材置場 

☐田・畑         ☐山林       □現況保有  

☐その他 
 

「その他」にチェックを入れた場合は、具体的な利用目的を記載 

 

 

② 土地等の利用者について、当てはまるものを全て選択 

☑譲受け予定者等（買主等）が①の施設等を自ら利用（現況保有を含む。） 

☐譲受け予定者等（買主等）以外の者が①の施設等を利用（売却、賃貸等を含む。） 

 

５ 契 約 予 定 日    ２０××年××月××日  

共有持分の移転の場合には、土地又は建

物の全体の面積に当該共有持分の割合を

かけた面積を記載する。 

【土地全体の面積：５００㎡ 

 移転する共有持分の割合：２分の１】 

（式）５００×１／２＝２５０ 

持分の割合を記載 

届出の対象となる権利が所有権の場合は、 
「所有権の移転」にチェック（レ点記入） 
 

譲受け予定者等が自ら利用する場合は、「譲受け予定者等（買主等）が①の施設等を自ら利

用（現況保有を含む。）」にチェック（レ点記入） 



記載例５ 
 

別記様式第四（第四条関係）      売主が単独で届出を行う場合に使用 

 

土地等売買等届出書 

 

                                ２０××年××月××日 

 内閣総理大臣 殿 

 

譲渡し予定者等 

（売主等） 

住所・所在地 Ａ県Ｂ市○○一丁目２番３号                  

氏名・名称  乙山 次郎                   

代表者の氏名（法人の場合）              

連絡先  ×××－××××－××××                    

                         

担当者の氏名（法人の場合）              

 

 

重要施設周辺及び国境離島等における土地等の利用状況の調査及び利用の規制等に関する 

法律第 13条第１項の規定に基づき、下記のとおり届け出ます。 

 

記 
 

１ 譲 受 け 予 定 者 等（買主等）に関する事項 

住所・所在地  Ａ県Ｃ市○○町三丁目１番１号                     

氏名・名称   甲野 次郎                             

代表者の氏名（法人の場合）                                    

連絡先     ×××－××××－××××                    

 

 

２ 土地等に関する事項（一つの行につき、土地は一筆ごと、建物は一個ごとに 200 ㎡以上のものを記載） 

所在（地番（家屋番号）） 
面積 

（床面積） 
利用の現況 持分 

（※） 

☑土地 

☐建物 
Ａ県Ｃ市△△町四丁目１番１ 250.00㎡ 宅地 １／２ 

☐土地 

☐建物  ㎡  ／ 

☐土地 

☐建物  ㎡  ／ 

☐土地 

☐建物  ㎡  ／ 

☐土地 

☐建物  ㎡  ／ 

（※）土地等の持分の一部を移転する場合は、移転する持分（合計）を記載   

 

 

 

 

 

 

 

共有持分の移転の場合には、土地又は建

物の全体の面積に当該共有持分の割合を

かけた面積を記載する。 

【土地全体の面積：５００㎡ 

 移転する共有持分の割合：２分の１】 

（式）５００×１／２＝２５０ 

持分の割合を記載 



記載例５ 
 

 

３ 所 有 権 等 の 種 別 ・ 内 容 ☑所有権の移転 

          ☐その他（     ）の☐移転 ☐設定 （内容：         ） 

 

４ 契 約 予 定 日    ２０××年××月××日  

届出の対象となる権利が所有権の場合は、 
「所有権の移転」にチェック（レ点記入） 
 



記載例５ 
 

別記様式第五（第四条関係）   買主が単独で届出を行う場合に使用 

 

土地等売買等届出書 

 

                             ２０××年××月××日 

 内閣総理大臣 殿 

 

譲受け予定者等 

（買主等） 

住所・所在地  Ａ県Ｃ市○○町三丁目１番１号                 

氏名・名称   甲野 次郎                 

国籍等     日本                 

代表者の氏名（法人の場合）             

連絡先  ×××－××××－××××                    

                         

担当者の氏名（法人の場合）              

 

重要施設周辺及び国境離島等における土地等の利用状況の調査及び利用の規制等に関する 

法律第13条第１項の規定に基づき、下記のとおり届け出ます。 

 

記 

 

１ 譲 渡 し 予 定 者 等（売主等）に関する事項 

住所・所在地  Ａ県Ｂ市○○一丁目２番３号                    

氏名・名称   乙山 次郎                            

代表者の氏名（法人の場合）                                     

連絡先     ×××－××××―××××                   

 

２ 譲受け予定者等（買主等）に関する事項（法人の場合） 

① 法 人 の 代 表 者 が 外 国 人 等 で あ る 場 合 、 そ の 国 籍 等                 

上記①に該当しない場合は、右欄をチェック ☐非該当 

 

② 役員の過半数を同一の国籍等を有する外国人が占める場合、その国籍等                        

上記②に該当しない場合は、右欄をチェック ☐非該当 

 

③ 議 決 権 の 過 半 数 を 同 一 の 国 籍 等 を 有 す る 外 国 人 等 が 占 め る 場 合 、 そ の 国 籍 等                          

上記③に該当しない場合は、右欄をチェック ☐非該当 

 

  

譲受け予定者等が個人の場合に

は記載不要 



記載例５ 
 

３ 土地等に関する事項（ 一 つ の 行 に つ き 、 土 地 は 一 筆 ご と 、 建 物 は 一 個 ご と に 2 0 0 ㎡ 以 上 の も の を 記 載 ）  

所在（地番（家屋番号）） 
面積 

（床面積） 
利用の現況 持分 

（※） 

☑土地 

☐建物 

Ａ県Ｃ市△△町四丁目１番１ 
250.00㎡ 宅地 １／２ 

☐土地 

☐建物  ㎡  
／ 

☐土地 

☐建物  ㎡  ／ 

☐土地 

☐建物  ㎡  ／ 

☐土地 

☐建物  ㎡  ／ 

（※）土地等の持分の一部を移転する場合は、移転する持分（合計）を記載   

 

４ 所 有 権 等 の 種 別 ・ 内 容 ☑所有権の移転 

          ☐その他（     ）の☐移転 ☐設定 （内容：         ） 

 

５ 利 用 目 的 

① 以下のいずれかのうち、当てはまるものを全て選択 

（「共同住宅」及び「店舗・事務所・商業施設」にあっては地上階を記載すること） 

☑一戸建て住宅      ☐共同住宅（地上  階） 

☐店舗・事務所・商業施設（地上  階）    ☐社会福祉施設 

☐駐車場         ☐工場       ☐倉庫 

□発電用施設       ☐蓄電用施設    □資材置場 

☐田・畑         ☐山林       □現況保有  

☐その他 
 

「その他」にチェックを入れた場合は、具体的な利用目的を記載 

 

 

② 土地等の利用者について、当てはまるものを全て選択 

☑譲受け予定者等（買主等）が①の施設等を自ら利用（現況保有を含む。） 

☐譲受け予定者等（買主等）以外の者が①の施設等を利用（売却、賃貸等を含む。） 

 

６ 契 約 予 定 日    ２０××年××月××日 

 

 

  

共有持分の移転の場合には、土地又は建

物の全体の面積に当該共有持分の割合を

かけた面積を記載する。 

【土地全体の面積：５００㎡ 

 移転する共有持分の割合：２分の１】 

（式）５００×１／２＝２５０ 

持分の割合を記載 

届出の対象となる権利が所有権の場合は、 
「所有権の移転」にチェック（レ点記入） 
 

譲受け予定者等が自ら利用する場合は、「譲受け予定者等（買主等）が①の施設等を自ら利

用（現況保有を含む。）」にチェック（レ点記入） 



記載例６ 
 

別記様式第三（第四条関係） 

 

土地等売買等届出書 

 

                                                            ２０××年××月××日 

 内閣総理大臣 殿 

 

譲渡し予定者等 

（売主等） 

住所・所在地 Ａ県Ｃ市○○一丁目１番１号                  

氏名・名称  乙山 五郎                   

代表者の氏名（法人の場合）              

連絡先  ×××－××××－××××                    

                         

担当者の氏名（法人の場合）              

譲受け予定者等 

（買主等） 

住所・所在地 Ａ県Ｃ市△△町二丁目３４番２                  

氏名・名称  △△工業株式会社                 

国籍等    日本                  

代表者の氏名（法人の場合） 甲野 三郎             

連絡先  ×××－××××－××××                    

                         

担当者の氏名（法人の場合） ■■             

 

重要施設周辺及び国境離島等における土地等の利用状況の調査及び利用の規制等に関する 

法律第13条第１項の規定に基づき、下記のとおり届け出ます。 

 

記 
 

１ 譲受け予定者等（買主等）に関する事項（法人の場合） 

① 法 人 の 代 表 者 が 外 国 人 等 で あ る 場 合 、 そ の 国 籍 等                

上記①に該当しない場合は、右欄をチェック ☑非該当 

 

② 役員の過半数を同一の国籍等を有する外国人が占める場合、その国籍等                        

上記②に該当しない場合は、右欄をチェック ☑非該当 

 

③ 議 決 権 の 過 半 数 を 同 一 の 国 籍 等 を 有 す る 外 国 人 等 が 占 め る 場 合 、 そ の 国 籍 等                          

上記③に該当しない場合は、右欄をチェック ☑非該当 

 

  

譲受け予定者等が法人の場合には 

必ず記載 

売主と買主が連名で届出を行う場合に使用 

譲受け予定者等が法人

の場合、その設立にあ

たって準拠した法制を

制定した国を記載 



記載例６ 
 

２ 土地等に関する事項（一つの行につき、土地は一筆ごと、建物は一個ごとに200㎡以上のものを記載） 

所在（地番（家屋番号）） 
面積 

（床面積） 
利用の現況 持分 

（※） 

☑土地 

☐建物 Ａ県Ｃ市△△町四丁目１番１ 1,000.0㎡ 宅地 ／ 

☑土地 

☐建物 Ａ県Ｃ市△△町四丁目１番２ 200.00㎡ 宅地 ／ 

☑土地 

☐建物 
Ａ県Ｃ市△△町四丁目１番３ 300.00㎡ 宅地 ／ 

☑土地 

☐建物 Ａ県Ｃ市△△町四丁目１番４ 400.00㎡ 宅地 ／ 

☑土地 

☐建物 

 

Ａ県Ｃ市△△町四丁目１番５ 外２筆 500.00㎡ 宅地 ／ 

（※）土地等の持分の一部を移転する場合は、移転する持分（合計）を記載   

 

３ 所 有 権 等 の 種 別 ・ 内 容 ☑所有権の移転 

          ☐その他（     ）の☐移転 ☐設定 （内容：         ） 

 

４ 利 用 目 的 

① 以下のいずれかのうち、当てはまるものを全て選択 

（「共同住宅」及び「店舗・事務所・商業施設」にあっては地上階を記載すること） 

☐一戸建て住宅      ☐共同住宅（地上  階） 

☐店舗・事務所・商業施設（地上  階）    ☐社会福祉施設 

☐駐車場         ☑工場       ☑倉庫 

□発電用施設       ☐蓄電用施設    □資材置場 

☐田・畑         ☐山林       ☐現況保有  

☐その他 
 

「その他」にチェックを入れた場合は、具体的な利用目的を記載             

 

 

② 土地等の利用者について、当てはまるものを全て選択 

☑譲受け予定者等（買主等）が①の施設等を自ら利用（現況保有を含む。） 

☐譲受け予定者等（買主等）以外の者が①の施設等を利用（売却、賃貸等を含む。） 

 

５ 契 約 予 定 日    ２０××年××月××日 

届出の対象となる土地等が複数あり、欄が不足する場合に
は、その他の土地又は建物につき｢外○筆｣｢外○個｣と記載 

複数の土地又は建物の面積を合算せずに、１筆又は１個の面積を記載 
（この記載例では、１番５の面積が５００．００平方メートルです。） 

譲受け予定者等が自ら利用する場合は、「譲受け予定者等（買主等）が①の施設等を自ら利

用（現況保有を含む。）」にチェック（レ点記入） 



記載例６ 
 

別 紙 
 

 

 

 

所在（地番（家屋番号）） 
面積 

（床面積） 
利用の現況 持分 

（※） 

☑土地 

☐建物 Ａ県Ｃ市△△町四丁目１番６ 600.00㎡ 宅地 ／ 

☑土地 

☐建物 Ａ県Ｃ市△△町四丁目１番７ 700.00㎡ 宅地 ／ 

☐土地 

☐建物  ㎡  ／ 

☐土地 

☐建物 

 
㎡  ／ 

☐土地 

☐建物  ㎡  ／ 

（※）土地等の持分の一部を移転する場合は、移転する持分（合計）を記載 

 

（注）様式の定めはありません。 

  

「外〇筆」とした土地又は建物（面積が 200 平方メートル以上のもの）に

ついて、所在、面積（床面積）及び利用の現況等を記載し、添付する。 



記載例６ 
 

 

別記様式第四（第四条関係） 

 

土地等売買等届出書 

 

２０××年××月××日   

 内閣総理大臣 殿 

 

譲渡し予定者等 

（売主等） 

住所・所在地 Ａ県Ｃ市○○一丁目１番１号     

氏名・名称  乙山 五郎              

代表者の氏名（法人の場合）              

連絡先  ×××－××××－××××       

                         

担当者の氏名（法人の場合）              

 

 

重要施設周辺及び国境離島等における土地等の利用状況の調査及び利用の規制等に関する法律

第 13条第１項の規定に基づき、下記のとおり届け出ます。 

 

記 
 

１ 譲 受 け 予 定 者 等（買主等）に関する事項 

住所・所在地 Ａ県Ｃ市△△町二丁目３４番２                    

氏名・名称  △△工業株式会社                          

代表者の氏名（法人の場合）  甲野 三郎                             

連絡先  ×××－××××－××××                        

 

２ 土地等に関する事項（ 一 つ の 行 に つ き 、 土 地 は 一 筆 ご と 、 建 物 は 一 個 ご と に 2 0 0 ㎡ 以 上 の も の を 記 載 ） 

所在（地番（家屋番号）） 
面積 

（床面積） 
利用の現況 持分 

（※） 

☑土地 

☐建物 Ａ県Ｃ市△△町四丁目１番１ 1,000.00㎡ 宅地 ／ 

☑土地 

☐建物 Ａ県Ｃ市△△町四丁目１番２ 200.00㎡  宅地 ／ 

☑土地 

☐建物 Ａ県Ｃ市△△町四丁目１番３ 300.00㎡  宅地 ／ 

☑土地 

☐建物 Ａ県Ｃ市△△町四丁目１番４ 400.00㎡  宅地 ／ 

☑土地 

☐建物 

Ａ県Ｃ市△△町四丁目１番５ 外２筆 
500.00㎡  宅地 ／ 

（※）土地等の持分の一部を移転する場合は、移転する持分（合計）を記載   

 

  

売主が単独で届出を行う場合に使用 

複数の土地又は建物の面積を合算せずに、１筆又は１個の面積を記載 
（この記載例では、１番５の面積が５００．００平方メートルです。） 

届出の対象となる土地等が複数あり、欄が不足する場合に
は、その他の土地又は建物につき｢外○筆｣｢外○個｣と記載 



記載例６ 
 

３ 所 有 権 等 の 種 別 ・ 内 容 ☑所有権の移転 

          ☐その他（     ）の☐移転 ☐設定 （内容：         ） 

 

４ 契 約 予 定 日    ２０××年××月××日 

 

 

届出の対象となる権利が所有権の場合は、 
「所有権の移転」にチェック（レ点記入） 
 



記載例６ 
 

別 紙 

 

 

所在（地番（家屋番号）） 
面積 

（床面積） 
利用の現況 持分 

（※） 

☑土地 

☐建物 Ａ県Ｃ市△△町四丁目１番６ 600.00㎡ 宅地 ／ 

☑土地 

☐建物 
Ａ県Ｃ市△△町四丁目１番７ 700.00㎡ 宅地 ／ 

☐土地 

☐建物  ㎡  ／ 

☐土地 

☐建物  ㎡  ／ 

☐土地 

☐建物  ㎡  ／ 

（※）土地等の持分の一部を移転する場合は、移転する持分（合計）を記載 

 

（注）様式の定めはありません。 
  

「外〇筆」とした土地又は建物（面積が 200 平方メートル以上のもの）に

ついて、所在、面積（床面積）及び利用の現況等を記載し、添付する。 



記載例６ 
 

 

別記様式第五（第四条関係） 

 

土地等売買等届出書 

 

２０××年××月××日   

 内閣総理大臣 殿 

 

譲受け予定者等 

（買主等） 

住所・所在地 Ａ県Ｃ市△△町二丁目３４番２                  

氏名・名称  △△工業株式会社                  

国籍等    日本                  

代表者の氏名（法人の場合） 甲野 三郎            

連絡先  ×××－××××―××××                    

                         

担当者の氏名（法人の場合） ■■             

 

重要施設周辺及び国境離島等における土地等の利用状況の調査及び利用の規制等に関する法律

第 13条第１項の規定に基づき、下記のとおり届け出ます。 

 

記 

 

１ 譲 渡 し 予 定 者 等（売主等）に関する事項 

住所・所在地  Ａ県Ｃ市○○１丁目１番１号                    

氏名・名称   乙山 五郎                            

代表者の氏名（法人の場合）                                     

連絡先     ×××－××××－××××                   

 

２ 譲受け予定者等（買主等）に関する事項（法人の場合） 

① 法人の代表者が外国人等である場合、その国籍等                 

上記①に該当しない場合は、右欄をチェック ☑非該当 

 

② 役員の過半数を同一の国籍等を有する外国人が占める場合、その国籍等                        

上記②に該当しない場合は、右欄をチェック ☑非該当 

 

③ 議 決 権 の 過 半 数 を 同 一 の 国 籍 等 を 有 す る 外 国 人 等 が 占 め る 場 合 、 そ の 国 籍 等                          

上記③に該当しない場合は、右欄をチェック ☑非該当 

 

  

買主が単独で届出を行う場合に使用 

譲受け予定者等が法人の場合には 

必ず記載 

譲受け予定者等が法人

の場合、その設立にあ

たって準拠した法制を

制定した国を記載 



記載例６ 
 

３ 土地等に関する事項（一つの行につき、土地は一筆ごと、建物は一個ごとに 200 ㎡以上のものを記載） 

所在（地番（家屋番号）） 
面積 

（床面積） 
利用の現況 持分 

（※） 

☑土地 

☐建物 Ａ県Ｃ市△△町四丁目１番１ 1,000.00㎡ 宅地 ／ 

☑土地 

☐建物 Ａ県Ｃ市△△町四丁目１番２ 200.00㎡ 宅地 ／ 

☑土地 

☐建物 Ａ県Ｃ市△△町四丁目１番３ 300.00㎡ 宅地 ／ 

☑土地 

☐建物 Ａ県Ｃ市△△町四丁目１番４ 400.00㎡ 宅地 ／ 

☑土地 

☐建物 Ａ県Ｃ市△△町四丁目１番５ 外２筆 500.00㎡ 宅地 ／ 

（※）土地等の持分の一部を移転する場合は、移転する持分（合計）を記載   

 

 

 

４ 所 有 権 等 の 種 別 ・ 内 容 ☑所有権の移転 

          ☐その他（     ）の☐移転 ☐設定 （内容：         ） 

 

５ 利 用 目 的 

① 以下のいずれかのうち、当てはまるものを全て選択 

（「共同住宅」及び「店舗・事務所・商業施設」にあっては地上階を記載すること） 

☐一戸建て住宅      ☐共同住宅（地上  階） 

☐店舗・事務所・商業施設（地上  階）    ☐社会福祉施設 

☐駐車場         ☑工場       ☑倉庫 

□発電用施設       ☐蓄電用施設    □資材置場 

☐田・畑         ☐山林       ☐現況保有  

☐その他 
 

「その他」にチェックを入れた場合は、具体的な利用目的を記載 

 

 

② 土地等の利用者について、当てはまるものを全て選択 

☑譲受け予定者等（買主等）が①の施設等を自ら利用（現況保有を含む。） 

☐譲受け予定者等（買主等）以外の者が①の施設等を利用（売却、賃貸等を含む。） 

 

６ 契 約 予 定 日    ２０××年××月××日 

届出の対象となる土地等が複数あり、欄が不足する場合に
は、その他の土地又は建物につき｢外○筆｣｢外○個｣と記載 

届出の対象となる権利が所有権の場合は、 
「所有権の移転」にチェック（レ点記入） 
 

複数の土地又は建物の面積を合算せずに、１筆又は１個の面積を記載 
（この記載例では、１番５の面積が５００．００平方メートルです。） 

譲受け予定者等が自ら利用する場合は、「譲受け予定者等（買主等）が①の施設等を自ら利

用（現況保有を含む。）」にチェック（レ点記入） 



記載例６ 
 

別 紙 

 

 

所在（地番（家屋番号）） 
面積 

（床面積） 
利用の現況 持分 

（※） 

☑土地 

☐建物 Ａ県Ｃ市△△町四丁目１番６ 600.00㎡ 宅地 ／ 

☑土地 

☐建物 Ａ県Ｃ市△△町四丁目１番７ 700.00㎡ 宅地 ／ 

□土地 

☐建物  ㎡  ／ 

□土地 

☐建物  ㎡  ／ 

□土地 

☐建物  ㎡  ／ 

（※）土地等の持分の一部を移転する場合は、移転する持分（合計）を記載   

 

 

（注）様式の定めはありません。 
 

  

「外〇筆」とした土地又は建物（面積が 200 平方メートル以上のもの）に

ついて、所在、面積（床面積）及び利用の現況等を記載し、添付する。 



記載例７ 
 

 

 
 

土地等売買等届出書 

 

２０××年××月××日 

 内閣総理大臣 殿 

 

譲渡し予定者等 

（売主等） 

住所・所在地  Ａ県Ｂ市○○２丁目１３番２号                 

氏名・名称   ◇◇不動産株式会社                  

代表者の氏名（法人の場合） 甲野 六郎             

連絡先  ×××－××××－××××                    

                         

担当者の氏名（法人の場合） ■■             

譲受け予定者等 

（買主等） 

住所・所在地  Ａ県Ｃ市○○１丁目１番１号                  

氏名・名称   乙山 五郎                 

国籍等     日本                 

代表者の氏名（法人の場合）             

連絡先  ×××－××××－××××                    

                         

担当者の氏名（法人の場合）              

 

重要施設周辺及び国境離島等における土地等の利用状況の調査及び利用の規制等に関する 

法律第 13条第１項の規定に基づき、下記のとおり届け出ます。 

 

記 
 

１ 譲受け予定者等（買主等）に関する事項（法人の場合） 

① 法 人 の 代 表 者 が 外 国 人 等 で あ る 場 合 、 そ の 国 籍 等                 

上記①に該当しない場合は、右欄をチェック ☐非該当 

 

② 役 員 の 過 半 数 を 同 一 の 国 籍 等 を 有 す る 外 国 人 が 占 め る 場 合 、 そ の 国 籍 等                        

上記②に該当しない場合は、右欄をチェック ☐非該当 

 

③ 議 決 権 の 過 半 数 を 同 一 の 国 籍 等 を 有 す る 外 国 人 等 が 占 め る 場 合 、 そ の 国 籍 等                          

上記③に該当しない場合は、右欄をチェック ☐非該当 

 

  

別記様式第三（第四条関係） 売主と買主が連名で届出を行う場合に使用 

譲受け予定者等が個人の場合には 

記載不要 



記載例７ 
 

 

２ 土地等に関する事項（一つの行につき、土地は一筆ごと、建物は一個ごとに 200 ㎡以上のものを記載） 

所在（地番（家屋番号）） 
面積 

（床面積） 
利用の現況 持分 

（※） 

☑土地 

☐建物 

 

Ａ県Ｂ市△△三丁目１番２ 200.00㎡ 宅地 2/100 

☐土地 

☑建物 Ａ県Ｂ市△△三丁目１番２の９０１ 230.00㎡ 居宅 ／ 

☐土地 

☐建物 

 
㎡ 

 
／ 

☐土地 

☐建物  ㎡  ／ 

☐土地 

☐建物  ㎡  ／ 

（※）土地等の持分の一部を移転する場合は、移転する持分（合計）を記載 

 

３ 所 有 権 等 の 種 別 ・ 内 容 ☑所有権の移転 

          ☐その他（     ）の☐移転 ☐設定 （内容：         ） 

 

４ 利 用 目 的 

① 以下のいずれかのうち、当てはまるものを全て選択 

（「共同住宅」及び「店舗・事務所・商業施設」にあっては地上階を記載すること） 

☐一戸建て住宅      ☑共同住宅（地上 ９階） 

☐店舗・事務所・商業施設（地上  階）    ☐社会福祉施設 

☐駐車場         ☐工場       ☐倉庫 

□発電用施設       ☐蓄電用施設    □資材置場 

☐田・畑         ☐山林       ☐現況保有  

☐その他 
 

「その他」にチェックを入れた場合は、具体的な利用目的を記載 

 

 

② 土地等の利用者について、当てはまるものを全て選択 

☑譲受け予定者等（買主等）が①の施設等を自ら利用（現況保有を含む。） 

☐譲受け予定者等（買主等）以外の者が①の施設等を利用（売却、賃貸等を含む。） 

 

５ 契 約 予 定 日    ２０××年××月××日 

 

 

 

地上階数を記載 

土地の面積については、区分所有建物（マンシ
ョン等）が建っている土地（敷地）全体の面積
に、専有部分に係る敷地権の割合を乗じて得た
面積を記載 
【敷地面積：１０,０００㎡ 
 敷地権の割合：１００分の２】 
（式）10,000×２／１００＝２００ 
 

区分所有建物（マンシ

ョン等）については、

専有部分の床面積を記

載 

届出の対象となる権利が所有権の場合は、 
「所有権の移転」にチェック（レ点記入） 
 

譲受け予定者等が自ら利用する場合は、「譲受け予定者等（買主等）が①の施設等を自ら利

用（現況保有を含む。）」にチェック（レ点記入） 



記載例７ 
 

別記様式第四（第四条関係） 

 

土地等売買等届出書 

 

                             ２０××年××月××日 

 内閣総理大臣 殿 

 

譲渡し予定者等 

（売主等） 

住所・所在地  Ａ県Ｂ市○○２丁目１３番２号                 

氏名・名称   ◇◇不動産株式会社                  

代表者の氏名（法人の場合） 甲野 六郎             

連絡先 ×××－××××－××××                     

                         

担当者の氏名（法人の場合） ■■             

 

 

重要施設周辺及び国境離島等における土地等の利用状況の調査及び利用の規制等に関する 

法律第 13条第１項の規定に基づき、下記のとおり届け出ます。 

 

記 
 

１ 譲 受 け 予 定 者 等（買主等）に関する事項 

住所・所在地  Ａ県Ｃ市○○１丁目１番１号                    

氏名・名称   乙山 五郎                            

代表者の氏名（法人の場合）                                    

連絡先     ×××－××××－××××                   

 

 

２ 土地等に関する事項（ 一 つ の 行 に つ き 、 土 地 は 一 筆 ご と 、 建 物 は 一 個 ご と に 2 0 0 ㎡ 以 上 の も の を 記 載 ） 

所在（地番（家屋番号）） 
面積 

（床面積） 
利用の現況 持分 

（※） 

☑土地 

☐建物 Ａ県Ｂ市△△三丁目１番２ 200.00㎡ 宅地 2/100 

☐土地 

☑建物 

Ａ県Ｂ市△△三丁目１番２の９０１ 
230.00㎡ 居宅 ／ 

☐土地 

☐建物 

 
㎡ 

 
／ 

☐土地 

☐建物  ㎡  ／ 

☐土地 

☐建物  ㎡  ／ 

（※）土地等の持分の一部を移転する場合は、移転する持分（合計）を記載   

 

 

 

 

 

 

売主が単独で届出を行う場合に使用 

土地の面積については、区分所有建物（マンシ
ョン等）が建っている土地（敷地）全体の面積
に、専有部分に係る敷地権の割合を乗じて得た
面積を記載 
【敷地面積：１０,０００㎡ 
 敷地権の割合：１００分の２】 
（式）10,000×２／１００＝２００ 
 

区分所有建物（マンシ

ョン等）については、

専有部分の床面積を記

載 



記載例７ 
 

 

３ 所 有 権 等 の 種 別 ・ 内 容 ☑所有権の移転 

          ☐その他（     ）の☐移転 ☐設定 （内容：         ） 

 

４ 契 約 予 定 日     ２０××年××月××日 

  

届出の対象となる権利が所有権の場合は、 
「所有権の移転」にチェック（レ点記入） 
 



記載例７ 
 

別記様式第五（第四条関係） 

 

土地等売買等届出書 

 

                                ２０××年××月××日 

 内閣総理大臣 殿 

 

譲受け予定者等 

（買主等） 

住所・所在地 Ａ県Ｃ市○○１丁目１番１号                  

氏名・名称  乙山 五郎                  

国籍等    日本                  

代表者の氏名（法人の場合）             

連絡先 ×××－××××－××××                    

                         

担当者の氏名（法人の場合）              

 

重要施設周辺及び国境離島等における土地等の利用状況の調査及び利用の規制等に関する法律

第 13条第１項の規定に基づき、下記のとおり届け出ます。 

 

記 

 

１ 譲 渡 し 予 定 者 等（売主等）に関する事項 

住所・所在地  Ａ県Ｂ市○○２丁目１３番２号                   

氏名・名称   ◇◇不動産株式会社                        

代表者の氏名（法人の場合）  甲野 六郎                              

連絡先  ×××－××××－××××                      

 

２ 譲受け予定者等（買主等）に関する事項（法人の場合） 

① 法 人 の 代 表 者 が 外 国 人 等 で あ る 場 合 、 そ の 国 籍 等                 

上記①に該当しない場合は、右欄をチェック ☐非該当 

 

② 役 員 の 過 半 数 を 同 一 の 国 籍 等 を 有 す る 外 国 人 が 占 め る 場 合 、 そ の 国 籍 等                        

上記②に該当しない場合は、右欄をチェック ☐非該当 

 

③ 議 決 権 の 過 半 数 を 同 一 の 国 籍 等 を 有 す る 外 国 人 等 が 占 め る 場 合 、 そ の 国 籍 等                          

上記③に該当しない場合は、右欄をチェック ☐非該当 

 

  

買主が単独で届出を行う場合に使用 

譲受け予定者等が個人の場合には 

記載不要 



記載例７ 
 

３ 土地等に関する事項（一つの行につき、土地は一筆ごと、建物は一個ごとに 200 ㎡以上のものを記載） 

所在（地番（家屋番号）） 
面積 

（床面積） 
利用の現況 持分 

（※） 

☑土地 

☐建物 Ａ県Ｂ市△△三丁目１番２ 200.00㎡ 宅地 2/100 

☐土地 

☑建物 Ａ県Ｂ市△△三丁目１番２の９０１ 
230.00㎡ 

居宅 ／ 

☐土地 

☐建物 

 
㎡ 

 
／ 

☐土地 

☐建物  ㎡  ／ 

☐土地 

☐建物  ㎡  ／ 

（※）土地等の持分の一部を移転する場合は、移転する持分（合計）を記載   

 

４ 所 有 権 等 の 種 別 ・ 内 容 ☑所有権の移転 

          ☐その他（     ）の☐移転 ☐設定 （内容：         ） 

 

５ 利 用 目 的 

① 以下のいずれかのうち、当てはまるものを全て選択 

（「共同住宅」及び「店舗・事務所・商業施設」にあっては地上階を記載すること） 

☐一戸建て住宅      ☑共同住宅（地上 ９階） 

☐店舗・事務所・商業施設（地上  階）    ☐社会福祉施設 

☐駐車場         ☐工場       ☐倉庫 

□発電用施設       ☐蓄電用施設    □資材置場 

☐田・畑         ☐山林       ☐現況保有  

☐その他 
 

「その他」にチェックを入れた場合は、具体的な利用目的を記載 

 

 

② 土地等の利用者について、当てはまるものを全て選択 

☑譲受け予定者等（買主等）が①の施設等を自ら利用（現況保有を含む。） 

☐譲受け予定者等（買主等）以外の者が①の施設等を利用（売却、賃貸等を含む。） 

 

６ 契 約 予 定 日    ２０××年××月××日 

土地の面積については、区分所有建物（マンシ
ョン等）が建っている土地（敷地）全体の面積
に、専有部分に係る敷地権の割合を乗じて得た
面積を記載 
【敷地面積：１０,０００㎡ 
 敷地権の割合：１００分の２】 
（式）10,000×２／１００＝２００ 
 

区分所有建物（マンシ

ョン等）については、

専有部分の床面積を記

載 

届出の対象となる権利が所有権の場合は、 
「所有権の移転」にチェック（レ点記入） 
 

地上階数を記載 

譲受け予定者等が自ら利用する場合は、「譲受け予定者等（買主等）が①の施設等を自ら利

用（現況保有を含む。）」にチェック（レ点記入） 


	内閣府政策統括官（重要土地担当）

